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2015年 パリ協定＠COP21

特徴 概要

世界共通の目標設定 • 2℃目標に。1.5℃に抑える努力追求。

先進国のみ対策(京都議定書)から
全ての国が参加する新しい枠組みへ

• 各国は削減目標を提出。5年ごとにさ
らに高い目標に更新。

対策が前進する仕組み
• 各国は削減目標を提出。5年ごとに従
来より前進した目標維持・提出
（グローバル・ストックテイク）。

非政府主体（市民社会、民間セク
ター、地方自治体）への期待

• COP21に700の首長が集結
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国の法律で地方の計画策定を義務付け

→策定率の低さに加え未改定が課題
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※令和元年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査調査結果報告書より作図

1 はじめに
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未策定の理由：人員不足、専門的知識不足、予算確保難

→計画策定を通じ温暖化対策
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※令和元年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査調査結果報告書より作図
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これからの地球温暖化対策のあり方

→地域課題を同時に解決するコベネフィット（解決の方向性）

※地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアルより作成

項 目 内 容

コベネフィット
の追求

• 地球温暖化対策が地域活性化、人口減少、産業振興、防災、健

康等の多様な解決に貢献し、住民・事業者の利益となる可能性

• 温室効果ガスの排出抑制と併せて地域が追求できる経済・社会

的な便益の観点も含めて検討すべき

努力の見える
PDCA

• 温室効果ガス総量削減目標以外を計画目標として掲げることも

有効

• 地域のステークホルダーの関心喚起や取組の動機付けに向け、

進捗を可視化してわかりやすく伝えることが重要

戦略的なパート
ナーシップ

• 環境部局のみならず全庁的取組、庁外のステークホルダーの参

画・協働が不可欠

• 都道府県は広域的なルール作りや市町村支援、市町村は現場寄

りのプロジェクト支援や住民の普及啓発等役割分担が重要
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→国（都市部）に依存できない



地域の所得循環構造（岩手県久慈市）
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1 はじめに

※環境省HPより作図

地方都市の持つ課題 → エネルギー代金が域外へ流出

（久慈市の場合年間51億円、GRPの3.9%）
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地方における取組の萌芽

→ 成功の要因分析、優良事例の一般化（社会への波及効果）
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地球温暖化対策計画の削減目標

→増加傾向であり家庭・業務部門において削減策を示す必要性
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家庭部門からの排出削減目標

→削減目標の47%程度しか具体的な対策が記載されていない

→より一層の排出削減対策の必要性，でも人口減少の影響は？
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２ ミクロデータ
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家庭部門からの排出量推計

→人口減少、少子高齢化の影響を考慮した新たな統計表作成

排出係数排出量 世帯数

家庭部門のCO2排出実態統計調査

地域ごとの建て方別、世帯内への高

齢者の有無別、世帯規模別での１世帯

当たりの家庭のCO2排出量をクロス集計

した統計表を新たに作成

住宅・土地統計調査

都道府県ごとの建て方別、世帯内の

高齢者の有無別、世帯規模別の世帯数

をクロス集計した統計表を新たに作成

国の行政機関等が実施する統計調査の調査票情報は、原則、当初目的としていた統計

作成のみに用いられるが、公益性のある学術研究等においても調査票データ（ミクロ

データ）を活用可能となった（統計法改正、 R1.5以降可能に）。



２ ミクロデータ

家庭部門のCO2排出実態統計調査

(1) 調査の対象 全国（１０区分の地方）

(2) 調査世帯数 約15,000

(3) 調査事項 エネルギー使用量，世帯・住宅・家電製品等・省エネ行動・給
湯・暖房・コンロ，調理・車両

(4)実施状況 平成29年度から毎年実施
（試験調査を平成26年10月から平成27年9月に実施）

【特徴】

○エネルギー消費量（CO2排出量）と世帯，住宅，機器，行動を一体的に把握

⇒きめ細かい分析が可能
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家庭部門からの排出量（家庭CO2排出統計）

→人口減少、少子高齢化の影響を考慮するため新たな統計表を作成
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住宅・土地統計調査

(1) 調査の対象 全国（１０区分の地方）

(2) 調査世帯数 約6063万戸（平成25年調査）

(3) 調査事項 建て方，建築面積，設備，世帯構成・年間収入，床面積，

建築時期，改修工事・増改築に関する事項

(4)実施状況 昭和25年度から5年ごと実施

（試験調査を平成26年10月から平成27年9月に実施）

【特徴】

○昭和25年からの長い歴史のある統計調査

⇒傾向を把握しやすい



２ ミクロデータ
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世帯数（住宅・土地統計調査）

→家庭部門からの排出量推計と同じ区分での新たな調査票を作成

建て方別

世
帯
規
模
別

戸建 集合

1人

6人

・・・

高齢者の有無別

世
帯
規
模
別

1人

6人

有 無

・・・

既存統計表

新規統計表建て方別

戸建 集合

高齢者の有無別

有 無 有 無

高齢者の有無別

世
帯
規
模
別

1人

6人
・・・

17

世帯数 世帯数

世帯数



２ ミクロデータ

18

家庭部門からの排出量推計

→人口減少、少子高齢化の影響を考慮するため新たな統計表を作成

排出係数排出量 世帯数

家庭部門のCO2排出実態統計調査

地域ごとの建て方別、世帯内への高

齢者の有無別、世帯規模別での１世帯

当たりの家庭のCO2排出量をクロス集

計した統計表を新たに作成

住宅・土地統計調査

都道府県ごとの建て方別、世帯内の

高齢者の有無別、世帯規模別の世帯数

をクロス集計した統計表を新たに作成

オーダーメード集計調査票情報のオンサイト利用



２ ミクロデータ

調査票情報のオンサイト利用 オーダーメード集計

調査票の全ての情報がオンサイト内
のPCで研究分析
⇒探索的・総合的研究が可能

分析結果は，所定の審査を経た上で
提供される

オンサイト施設が少ない

統計センターに委託して，掲載され
ていない統計を作成

既存の集計項目を組み合わせて仕様
書を作成

手数料必要
⇒一橋大経済研究所の補助制度

審査手数料が必要

郵送で対応可能



３ 結果

世帯規模別，建て方別，高齢者の有無別世帯
当たりCO2排出量（左軸）
世帯当たりCO2排出量の比（高齢者有/高齢者
無）（右軸）

既にわかっていること

・世帯人数が多いと排出量多い

・高齢者がいると排出量多い

・集合よりも戸建の方が排出量多い

⇒定性的

⇒定量的な推計を行うためには仮定が

必要

本研究でわかったこと

・ミクロデータに基づき，定量的

な推計を行うための基礎数値を得

ることができた

⇒2030年BAU（追加対策を行わず，

世帯数や排出状況がこのまま推移

した場合）排出量を推計



３ 結果

都道府県別2030年推計結果（本研究の推計結果を用いたことによる増加率）（棒グラフ）と
高齢者がいる世帯の割合（折れ線グラフ）

2030年都道府県別CO2排出量を推計（高齢化の影響を推計に反映）

⇒高齢化の進む地方でこれまで排出量が過小に推計されていた可能性
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３ 結果

2030年の国削減目標(家庭部門：-40%)に向けた試算

戸建１世帯あたり削減率：46%，集合１世帯当たり削減率：23%
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社人研，
国勢調査
から推計

都道府県「人口ビジョン」など
独自推計を適用可能



３ 結果
2030年のCO2削減率(2015年比)

⇒都道府県で削減率の差大きい

最大(秋田県) 51%

最小(東京都) 28%

（国目標 40%）

【課題】

⇒削減率が低くなる推計結果

（首都圏，近畿，沖縄等）

集合住宅への効果的な削減策検討

⇒削減率が高くなる推計結果

（東北，北陸等）

国を超える野心的な削減目標が必要

都道府県別CO2排出量減少率と全世帯のうち
戸建住宅に住む割合
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３ 結果



４ おわりに

今回のオンサイト利用 ⇒ 大学院生としての利用



４ おわりに

今回のオンサイト利用 ⇒ 「特別の事由」に該当

（統計センターから所管省庁に照会・調整し，認めてもらう必要）



４ おわりに

本研究を地方公共団体が行う場合は無料 ⇒ EBPM（エビデンスに基づく政策立案）



４ おわりに

調査票情報のオンサイト利用 オーダーメード集計

調査票の全ての情報がオンサイト内
のPCで研究分析
⇒探索的・総合的研究が可能

分析結果は，所定の審査を経た上で
提供される

オンサイト施設が少ない

統計センターに委託して，掲載され
ていない統計を作成

既存の集計項目を組み合わせて仕様
書を作成

手数料必要
⇒一橋大経済研究所の補助制度

審査手数料が必要

郵送で対応可能



４ おわりに

オンサイト利用の今後

⇒ 国等の施策立案に係る調査結果など統計法対象外調査について（EBPMの推進）


